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    長崎県水産部水産加工流通課



 



 ま え が き 

 

 この年報は、長崎県地方卸売市場長崎魚市場における令和７年の水揚状況、水揚形

態等について取りまとめたものです。 

本県は全国有数の水揚げ高を誇る水産県であり、長崎魚市場は、平成元年９月に供

用開始して以来、各地から新鮮な水産物が集まる、水産物流通拠点として重要な役割

を担っております。 

近年、県内の水産業は、魚価の回復や生産額の増加など明るい兆しが見られる一方、

水産資源の変動や漁業就業者の減少、さらには燃油・資材価格の高止まりなど、自然

や社会の環境変化を受け、難しい課題を抱えております。 

一方、消費者の食に対する安全・安心への関心は年々高まっており、県は、国内外

に向けた産地市場として、競争力の強化を図るべく、平成２３年度から高度衛生管理

型施設の再整備事業を進め、令和７年３月に全ての荷捌所及び活魚棟の再整備が完

了し、供用を開始しました。 

この長崎魚市場から、高度な衛生管理のもと、長崎の高品質な水産物が国内外に更

に広く供給されるよう、様々な取り組みを進めています。 

今後とも、水産物流通の状況を把握し、市場関係者の皆様と一緒になって「長崎魚

市場の活性化」に取り組んでまいります。本報がこの取組に向けての基礎資料として

お役に立てば幸いに存じます。 

令和８年３月 

長崎県水産部水産加工流通課長 



統計年報利用者のために 

 

この年報は、令和７年１月から１２月まで長崎県地方卸売市場長崎魚市場におい

て取引された水産物についてまとめたものである。 

統計資料については、卸売業者からの報告を基礎資料とした。 

 

〈利用上の注意〉 

 1 本年報でいう取扱高は卸売業者の受託物及び買付物を対象とし、水揚高は受託

物及び買付物に生産者直送を含めたものを対象としている。 

（生産者直送とは生産者が当市場へ水揚げ後、上場せずに消費地等へ出荷する

ものをいう。） 

 2 取扱高及び水揚高は、卸売業者等の場外取引物及び加工物、冷凍物を含む。 

 3 業態別の区分における遠洋物とは主として卸売業者の赤物第 1部が、青物とは

同青物部が、近海物とは同赤物第 1部及び同赤物第 2部が取り扱ったものをい

う。 

 4 数値は、端数を四捨五入している。そのため、総数(合計)と内訳が一致しない

ものがある。 

 5 金額は、消費税及び地方消費税を含む。 

 

 ※本年報に関するお問い合わせは下記にお願いします。 

 

〒850－8570 

長崎市尾上町３番 1号 

長崎県水産部水産加工流通課 

      魚市場担当 

ＴＥＬ 095－895－2875 

ＦＡＸ 095－895－2585 

 

 

※本年報は県ホームページで閲覧できます。 
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1．魚市場の沿革

1)魚市場の発達

長崎は、鎖国を続けていた当時の日本において、元亀２年(1571 年)に唯一の海外への窓口として開

港されて以来、全国から多くの人々がこの地に集まるようになり、それまでの半農半漁の小集落から

商港都市へと発展した。それにつれて、地元で消費される水産物も次第に増大してゆき、そのため旧

来の生産を主体とした漁村の形態から、次第に消費主体の水揚港に変化していった。

こうして、長崎での市街地の形成と水産物の消費の増大は並行的に進んでいったが、やがて出入り

する多くの外国人の影響を受け、その嗜好にあった水産加工品の生産がさかんとなり、これらは対外

貿易品として長崎港から輸出されるようになった。いわゆる長崎俵物三品類であり、この加工・貯蔵・

出荷を中心に、わが国唯一の水産物積出港としての地位を確立していった。

このような市勢の発展とともに、魚介類の入荷量の増大を主な背景として、その取引・処理の場と

なる魚市場を設けることとなる。記録によれば、寛永年間に市内金屋町に開設されたのが始まりとさ

れている。その後、魚町・材木町等の変遷を経て大正２年まで中島川下流の河岸にあった。この時代

までは特筆する施設はなく、漁船は川を遡り、河岸を利用して水揚げを行っていた。

その後、大正３年に市内尾上町へ移転し、ここにおいて本格的に魚市場として施設の整備を行い、

以降７０年間長崎魚市場(旧)として存続することとなった。

この間、長崎漁港は東海・黄海という世界屈指の好漁場に隣接するという地理・漁場環境等の好条

件を背景とし、また消費圏の拡大が図られることにより、底びき網漁業を主軸に、まき網漁業やその

他遠洋・沖合・沿岸における各種漁業の根拠地として発展を遂げ、旧魚市場は、その水揚げ拠点とし

て一翼を担ってきた。

しかし、その後取扱量が増大し、施設の狭あい化・港内の水質汚濁の進行等により市場機能が低下

していった。さらに、港内での船舶航行が混み合い、漁船の安全航行にも支障がでてきたことや、後

背地の不足により漁港機能を十分に果たさなくなり、また拡充にも限界があることから、新漁港建設

が必要となった。

そこで、移転地として三重地区を選定し、昭和４８年から漁港の建設を開始し、昭和５９年から昭

和６３年にかけて国の地方卸売市場施設整備事業を受けて魚市場を中央埠頭に建設した。平成元年９

月新漁港の開港と同時に旧魚市場を閉鎖、新魚市場を開場し、国際マリン都市構想の名の下に新長崎

漁港の中心施設として、我が国の水産物供給基地の拠点を目指し新たな第一歩を踏み出した。

その後、消費者の食の安全・安心への関心の高まりや、中国、東南アジアへの鮮魚輸出等を強化す

るため、平成２３年４月に高度な衛生管理の実現に向けた「長崎地区における高度衛生管理基本計画」

を策定し、これに基づき、魚市場内では鳥獣の進入防止、雨、直射日光による水産物の劣化防止、粉

塵による異物混入防止や吹き込みによる漁獲物の乾燥を防ぐための遮蔽が図られた閉鎖型の「荷さば

き所」と「岸壁」について、一体的に整備を進め、令和５年８月に卸売場西棟、令和６年１１月に卸

売場東棟が完成し、令和７年３月の活魚棟完成をもって、高度衛生管理型施設整備が完了し、同年４

月から供用開始した。
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2)年  表

寛永年間 (1624～43) 市内金屋町に魚市場創設。

慶安年間 (1648～51) 市内魚町に魚市場移転。

寛文 4 年 (1664) 市内材木町に移転。

明治 6 年 (1873) 問屋間の紛争により一部の問屋が万屋町に新魚市場をつくって対立。

明治 42 年 (1909.9) 長崎魚類共同販売所を材木町川岸に設け一本化した。

大正 3 年 (1914.3) 市内尾上町に専用鉄道引込線を敷設し、魚市場を移転。

昭和 5 年 (1930.10) 長崎魚市場新築落成。

昭和 15 年 (1940.3) 問屋制を廃止し、長崎鮮魚介集荷組合を組織。

昭和 16 年 (1941.4) 長崎市鮮魚介統制出荷組合設立。

昭和 18 年 (1943) 長崎鮮魚介集荷組合を長崎魚介荷受配給組合に改組。

昭和 20 年 (1945.4) 戦争激化に伴い統制が強化され、長崎県魚類出荷組合設立。

(1945.8) 原子爆弾により魚市場焼失。

(1945.11) 上記 3 統制組合改編。

(1945.12) 長崎魚市組合(出資金 300 万円)を設立。

昭和 22 年 (1947.6) 魚市場完成(旧魚市場)。

昭和 23 年 (1948.6) 長崎魚市株式会社を設立。(資本金 1 千万円)

昭和 29 年 (1954.3) 中ノ島突堤完成。

昭和 31 年 (1956.5) 魚市場を突堤へ移転。

昭和 31 年 (1956.6) 魚市場専用側線敷設。

昭和 33 年 (1958.8) 長崎県が開設者となる。

昭和 39 年 (1964.4) 長崎県長崎魚市場管理事務所設置。

昭和 46 年 (1971.4) 卸売市場法公布。

昭和 46 年 (1971.12) 長崎県卸売市場条例公布。

昭和 47 年 (1972.12) 長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例公布。

昭和 48 年 (1973.3) 三重村市域編入。

昭和 48 年 (1973.11) 新長崎漁港起工式。(10 年計画)。

昭和 49 年 (1974.9) 新長崎漁港整備推進協議会設置。

昭和 52 年 (1977.7) 長崎魚市株式会社資本金 1 億円に増資。

昭和 53 年 (1978.7) 長崎魚市株式会社創立 30 周年記念式典。

昭和 54 年 (1979) 長崎臨港道路琴海－畝刈線完成。

昭和 57 年 (1982.7) 長崎大水害、水産関係被害約 25 億 5 千万円。

(1982.11) 第 1 回「ながさき さかな祭」長崎魚市場で開催。

昭和 60 年 (1985.3) 新長崎漁港卸売場棟建設工事着手。

昭和 60 年 (1985.6) 長崎魚市株式会社資本金 2 億円に増資。
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昭和 61 年 (1986.3) 沿岸沖合総合開発条件調査検討事業実施｢国際マリン都市構想｣策定。

昭和 62 年 (1987.4) 第 8 次漁港整備計画決定。

昭和 62 年 (1987.8) 台風 12 号により新長崎漁港南防波堤損壊。

昭和 63 年 (1988.7) 新長崎漁港臨港道路畝刈－時津線鳴見～時津間供用開始。

昭和 63 年 (1988.7) 川平有料道路時津－女の都間供用開始。

昭和 63 年 (1988.11) 国際マリン都市建設期成会設立。

平成元年 (1989.3) 新長崎漁港南防波堤災害復旧工事完成。

(1989.7) 明るい魚市場推進協議会を前身として社団法人長崎魚市場協会設立。

(1989) 新長崎漁港開港(9.29)・長崎魚市場初市式(10. 2)。

平成 2 年 (1990.4) 長崎県長崎魚市場管理事務所を長崎県新長崎漁港水産事務所に再編。

平成 3 年 (1991.3) 第 2 駐車場屋根完成。

平成 4 年 (1992.5) 長崎魚市場活魚センタ－完成。

平成 5 年 (1993.11) 第 1 回｢新港朝市｣開催。

平成 6 年 (1994.12) ｢長崎三重式見港｣として関税法上の開港がされると共に｢三重式見港｣と

して無線検疫対象港に指定。

平成 8 年 (1996.2) 長崎県の魚 12 種を制定（1996 年 3 月公表)。

平成 9 年 (1997.10) 長崎魚市場活性化の一環として観光バスを導入。

平成 11 年 (1999.3) 新長崎漁港臨港道路全線開通｡

平成 16 年 (2004.4) 長崎県新長崎漁港水産事務所を廃止。

平成 19 年 (2007.3) 新長崎漁港沖防波堤完成。

平成 21 年 (2009.12) 長崎魚市株式会社資本金を 1 億円減少（減少分は、資本剰余金とした。）。

平成 23 年 (2011.4) 国が「長崎地区における高度衛生管理基本計画」を公表。

平成 24 年 (2012.6) 長崎魚市場高度衛生管理施設基本設計完成。

平成 26 年 (2014.3) 長崎魚市場魚函保管庫Ⅰ期工事完成。

平成 27 年 (2015.2) 長崎魚市場魚函保管庫Ⅱ期工事完成。

平成 28 年 (2016.12) 長崎魚市場卸売場東棟Ⅰ期工事完成。

平成 30 年 （2018.3） 長崎魚市場卸売場西棟Ⅰ期工事完成。

令和 2 年 （2020.3） 長崎魚市場卸売場東棟Ⅱ期工事完成。

（2020.9） 長崎魚市場卸売場西棟Ⅱ期・Ⅲ期工事完成。

令和 3 年 （2021.3） 海水供給施設完成。

令和 4 年 （2022.3） 長崎魚市場卸売場東棟Ⅲ期工事完成。

令和 5 年 （2023.8） 長崎魚市場卸売場西棟Ⅳ期工事完成。

令和 6 年 (2024.11) 長崎魚市場卸売場東棟Ⅳ期工事完成。

令和 7 年 (2025.3) 長崎魚市場活魚棟工事完成。
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2．魚市場の役割

1)目    的
長崎魚市場は、私達の生活に 1 日たりとも欠かすことのできない生鮮魚介類を、

長崎県内はもとより全国の台所に供給する役割をもつ公設の地方卸売市場で、次

のような目的を達成する役目を果たしております。

① 多種、大量の魚介類を能率的、衛生的に集荷、分荷し、消費者へ供給

② 継続的かつ安定的な販売ルートの確保

③ 公正な取引による適正な価格の形成

④ 明確な信用決済による取引の円滑化

2)市場関係者の役割
ア  開 設 者

長崎魚市場は、卸売市場法に基づき長崎県が開設者となり、衛生的、能率的な

設備の下で公正な取引により水産物を卸売する市場です。

県は、市場施設の維持管理はもとより業務の許可、または承認など市場の運営

に当り、法律、条例、規則に基づいて指導監督を行っています。

イ  卸売業者

知事の許可をうけて、生産者、または出荷業者から販売を委託された水産物（受

託物）を、セリ売等の方法によって、仲卸買受人や加工買受人、売買参加買受人

に販売します。

本市場での卸売業者は、長崎魚市株式会社の 1 社のみで、水産物の公正な取引

と安定供給に努めています。

ウ  仲卸買受人

知事の承認をうけて、卸売業者から買い受けた生鮮水産物等を、市場内の仲卸

店舗で小売業者や買出人に販売する者や消費地の市場に発送したりする者です。

多種、大量の物品を、評価、分荷、調整する重要な役割を果たしています。

エ  加工買受人

知事の承認をうけて、卸売業者から買い受けた生鮮水産物等を原料として、加

工業を営む者です。

オ  売買参加買受人

知事の承認をうけて、卸売業者から買い受けた生鮮水産物を、自家消費する者

または市場外の自己の店舗において一般消費者へ販売する者です。

カ  関連業者

知事の承認をうけて、市場業務の補助的な役割をする者や、荷役、運送業、製

氷冷蔵業、魚函製造業、飲食業など市場の利用者に便益を提供する者です。

-5-



-6-



-7-



 

長崎魚市場案内図 

場内入場ゲート 

バス停 
長崎魚市場 

第１駐車場入口 

第１駐車場 

守衛室棟 

関連商品売場棟 

新活魚センター 

長崎市街 

西海市 

関連商品売場棟 
関連商品売場棟 

活魚棟 

卸 

売 

場 

西 

棟 

仲卸売場棟 

第２駐車場 

第３駐車場 

海水供給施設 

シャーベット製氷施設 

 
混載便発送
ターミナル 

塵芥集積所 

発泡スチロール処理施設 
卸 

売 

場 

東 

棟 

魚函保管庫 
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※ バスをご利用の方は 長崎バス「長崎駅前」バス停より 

  「桜の里ターミナル行（漁港通り経由）」か「三重行」等に乗車し、 

  最寄りのバス停「長崎魚市場」で下車してください。 

長崎空港 長崎魚市場 
約 60 Km  

車(高速道路経由）：約 40分 

長崎駅前 長崎魚市場 
約 17 Km  

車：約 35分 ／ バス：約 50分 

所要時間 

長崎魚市場 位置図 
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3．令和７年水揚高の概要 

 

長崎魚市場における水揚げは、平成２年をピークとして減少傾向にあったが、平

成 16年以降は横ばいで、近年は１０万トン前後で推移している。令和 7年の水揚状

況は、総水揚数量 111,299トン(前年比 94％)、総水揚金額 33,492,792千円(前年比

104％)となり、前年に比べ数量は減少したが、金額は増加した。 

総水揚のうち、受託及び買付分は、数量 109,780トン(前年比 94％)、金額は

31,938,492千円(前年比 104％)で、前年に比べ、数量は減少したが、金額は増加し

た。生産者直送分は数量 1,519トン(前年比 102％)、金額は推定 1,554,300千円(前

年比 103％)と、前年に比べ、数量、金額ともに増加した。 

受託及び買付分のうち、遠洋物については、数量 2,459トン(前年比 114％)、金額

1,032,098千円(前年比 115％)と、前年に比べ、数量、金額ともに増加した。 

青物については、数量 50,297トン(前年比 91％)、金額は 7,900,183千円 (前年

比 99％)で、前年に比べ、数量、金額ともに減少した。 

近海物については、数量 7,189 トン(前年比 92％)、金額 8,599,162 千円(前年比

108％)で、前年に比べ、数量は減少したが、金額は増加した。このうち、活魚につ

いては、1,958トン(前年比 115％)で前年より増加した。 

冷凍物については、数量 2,208トン(前年比 120％)、金額は 2,786,324千円(前年

比 107％)と前年に比べ、数量、金額ともに増加した。買付物については、数量 47,627

トン(前年比 95％)、金額 11,620,725千円(前年比 103％)で、前年に比べ数量は減少

したが、金額は増加した。 

入港船隻数については、大中型まき網が 326隻（前年 310隻）、小型まき網漁船が

1，574隻(前年 1,698隻)、近海漁船が 1,473隻(前年 1,520隻)、底びき船が 292隻(前

年 266隻)となり、総入港隻数 3,665隻(前年 3,794隻、前年比 97％)と減少した。 
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長崎県水産部水産加工流通課
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